


序　　　　　文

　中華人民共和国では急速な経済成長に伴い、大気汚染、水質汚濁、騒音、廃棄物汚染など様々

な環境問題が発生している。このため、同国政府の要請を受けて我が国は、無償資金協力で日

中友好環境保全センター施設を整備したのをはじめ、平成４年から国際協力事業団（現 独立行

政法人 国際協力機構）は、「日中友好環境保全センタープロジェクト」を２フェーズにわたって

実施し、センター機能の強化に貢献してきた。

　しかし、中華人民共和国の環境問題は、ダイオキシンや環境ホルモンなど新たな問題の発生、

酸性雨や黄砂などの広域的な環境悪化の広がり等、更に深刻化している。

　このため中華人民共和国政府は、重要な環境課題への対応と、日中環境協力の窓口機能の強化

を骨子とする「日中友好環境保全センタープロジェクトフェーズⅢ」に対する技術協力を我が国

に要請してきた。これを受けて国際協力事業団は、３次にわたる短期調査を重ね、平成14年４月

１日より４年間にわたる技術協力を開始した。

　その後、環境分野において様々な動きが中華人民共和国でみられたが、プロジェクトではこれ

らに迅速に対応しつつ、協力を実施してきた。今般、協力開始から２年が経過しようとしてお

り、プロジェクト活動の進捗状況と成果を中華人民共和国側と共同で確認するとともに、今後の

協力方針を協議する目的で、名古屋大学 大学院 環境学研究科 教授 柳下 正治氏を団長とする運

営指導（中間評価）調査団を平成 16 年２月 16 日から同 28 日まで派遣した。

　本報告書は、同調査団の調査・協議結果をとりまとめたものであり、今後の技術協力実施にあ

たって、関係方面に広く活用されることを願うものである。

　ここに調査団の各位をはじめ、調査にご協力いただいた、外務省、環境省、経済産業省、在中

華人民共和国日本国大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続

き一層のご支援をお願いする次第である。

　平成 16 年３月

独立行政法人 国際協力機構
理事　松岡　和久
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中間評価結果要約表

Ⅰ．案件の概要

国　名： 中華人民共和国
案件名：「日中友好環境保全センタープロジェクトフェーズⅢ」

　　　　中間評価調査

援助形態：技術協力プロジェクト 先方関係機関：日中友好環境保全センター

所轄部署：国際協力事業団

　　　　　（現 独立行政法人 国際協力機構） 分　野：環　境

　　　　　社会開発協力部 社会開発協力第二課

R／D：2002年１月25日
日本側協力機関：環境省、経済産業省、社団法人 海外環境協力

　　　　　　　　センター ほか

協力期間：４年間（2002年４月１日～2006年３月31日）

他の関連協力：

・無償資金協力「日中友好環境保全センター設立計画」（1990～1995年、建

物約60億円、機材約40億円）

・プロジェクト方式技術協力「日中友好環境保全センタープロジェクトフェー

ズⅠ」　（1992年９月１日～1995年８月31日）、 「同フェーズⅡ」（1996年

２月１日～2001年１月31日）、 「同フォローアップ」（2001年２月１日～

2002年３月31日）

１．協力の背景と概要

　中華人民共和国（以下、「中国」と記す）の急速な経済発展は、各地で様々な環境問題の発生を

もたらし、その影響は我が国にも及ぶようになった。中国政府の要請を受け、我が国は上記「他

の関連協力」に示す「日中友好環境保全センター」の設立と運営を支援し、2001 年に終了した

フェーズⅡ協力に至り、センターにはほぼ、中国の環境分野において指導的役割を果たす必要な

基礎的な能力が構築された。一方、引き続く高度経済成長に伴い、環境問題は、日増しに深刻化、

複雑化し、生態環境の劣化に加え、酸性雨や黄砂問題の広域化、ダイオキシン等残留性化学物質

汚染など新たな状況にも直面するようになり、その解決には、より高度な技術と知見をもって、

迅速かつ柔軟に対応することが喫緊の課題となった。中国政府はこの難局に対処するため、これ

まで以上に日中友好環境保全センターの役割を重視し、我が国に対し、第10次５か年計画で取

り上げた重要な環境課題への対応と日中環境協力の窓口機能強化の２点を骨子とするプロジェク

ト方式技術協力を「日中友好環境保全センタープロジェクトフェーズⅢ」として要請した。これ

を受けて、国際協力事業団（現 独立行政法人 国際協力機構）は３次の短期調査団を派遣し、

2002年１月、実施協議調査団による討議議事録覚書に署名・交換、討議議事録（R／D）締結

により、同年４月より４年間の協力が開始された。

２．協力内容

（1）上位目標

　　国家第10次５か年計画に掲げられた環境分野の計画達成にセンタ－が貢献する。

（2）プロジェクト目標

　　センターが中国の環境保全上の重要課題の解決に指導的役割を発揮し、また、その成果を中

国国内に展開することにより、中国各地方の環境問題の改善に寄与する。



（3）成　果

1）　環境保全上の重要課題の解決策の提言と地方への普及。

　第１領域：広域的な広がりをもつ大気汚染問題への対応

・酸性雨のモニタリング能力の向上

・砂塵暴・黄砂の影響研究

・大気中粒子状物質問題にかかる研究

　第２領域：環境管理水準の向上のための対応

・ISO環境認証

・公害防止管理者制度

・中国型循環経済　

　第３領域：ダイオキシンなど新たな脅威となっている化学物質への対応

・ダイオキシン

・残留性有機汚染物質（POPs）

・室内環境汚染

　第４領域：西部大開発地域の環境保護への対応

・地方環境保護局長研修

・環境管理政策

・生態情報システム

2）　センタ－を通じた日中間の環境協力の円滑な推進に対する支援

・政府開発援助（ODA）事業

・その他

（4）投　入（評価時点、一部確定した2004年３月末までの予定を含む）

日本側：長期専門家派遣 ７名 125.9M／M  機材供与  約 3,062万 3,000円

短期専門家派遣 19名 6.3M／M その他（運営経費） 約5,701万 2,000円

研修生受入 ９名

中国側：センター職員　定員　410名

センター運営費：施設・機材維持管理費、人件費、研究費

Ⅱ．評価調査団員の概要

団長／総括： 柳下　正治 名古屋大学 大学院 環境学研究科 教授

第１領域 ： 西川　雅高 国立環境研究所 化学環境研究領域計測管理研究室

主任研究員

第２領域 ： 田森　行男 財団法人 日本品質保証機構 CDM事業部 審査グループ

調査者
特別参与

第３領域 ： 伊藤　裕康 国立環境研究所 化学環境研究領域計測管理研究室

主任研究員

協力企画 ： 伊藤　民平 独立行政法人 国際協力機構 社会開発協力部

社会開発協力第二課 職員

評価分析 ： 監物　順之 中央開発株式会社 海外事業部



調査期間：2004年２月16～ 28日 評価種類：中間評価

１．評価結果の要約

（1）妥当性

　　中国の国家開発計画及び「国家環境保護第 10 次５か年計画（2001 ～ 2005）」（2001 年

12 月）、日本の「対中国経済協力計画」（2001 年 10 月）及び新ODA大綱（2003 年８月

29日）、「持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD）」のタイプ２文書（2002年９月）に

照らしても、本フェーズⅢは日本のODA政策と整合しており、妥当性は高い。

（2）有効性

　　プロジェクト目標「センターが中国の環境保全上の重要課題の解決に指導的な役割を発揮

し、また、その成果を中国国内に展開することにより、中国各地方の環境問題の改善に寄与

する」の実現に向かって、いくつかのプロジェクト活動が成果をあげつつあり、有効性が発

現し始めている。

（3）効率性

　　投入は適切に計画され、タイミングよく実施されている。フェーズⅡ協力で実施された投

入・効果の土台の上にたっており、フェーズⅢ前期は、比較的小さな投入により大きな成果

が発現しつつあるといえる。本フェーズⅢの実施の効率性は高い。

（4）インパクト

　　上位目標の達成を含め、本フェーズⅢのインパクトについてはプラスの芽が出始めている

が、その度合いを評価するのは時期尚早である。なお、今のところマイナスのインパクトの

可能性は見あたらない。

（5）自立発展性

　　若干の不安要因（人材や資金手当等）はあるものの、センターの自立発展性は、年々高まっ

ているものと判断される。

２．効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

　　本プロジェクトは「センタ－が中国の環境保全上の重要課題の解決に指導的な役割を発揮」

すること（プロジェクト目標）により「国家第10次５か年計画に掲げられた環境分野の計画

達成にセンタ－が貢献する」（上位目標）という一見漠とした目標設定になっている。実際に

は、毎年（2003年はSARS問題による見直しのため２回）プロジェクト計画の見直しが行わ

れ、その時点における中国の環境保全上の重要課題への対応が活動・成果に盛り込まれてい

る。

（2）実施プロセスに関すること

　　上位目標、プロジェクト目標は変更せず、プロジェクト目標を達成するための成果、活動

の内容を状況の変化に対応し、日中協議を柔軟に改訂していったことが目標達成（効果発

現）に有効に貢献している。

Ⅲ．評価結果の概要



３．問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

　　2003年はじめに発生したSARS問題のため、プロジェクト活動は一時的中断を余儀なくさ

れたが、SARS沈静化後に開催された臨時合同調整委員会において計画の一部見直しが承認

され、結果としてはプロジェクトの進捗を大きく妨げる要因にはなっていない。

４．結　論

　SARS問題の発生やセンターの権限、組織、人事の変更等プロジェクトの進捗にとりマイナス要

因があったこと、国際条約や中国の環境情勢の変化により、課題の緊急性に変動があったことと

いった外部条件の変化があったが、プロジェクトではこれらの変化に機敏・柔軟に対応し、順調

な進捗をみせている。５項目評価の観点からは、自立発展性に若干の不安はあるものの大きな問

題は発生していない。本調査報告に含まれる提言等を参考に活動を継続することにより、フェー

ズⅢ終了時にはプロジェクト目標は達成し、上位目標に貢献できると見込まれる。

５．提　言

（1）今後２年間におけるフェーズⅢの取り組みについて

1）　領域の再編成

　　中国における環境課題・ニーズの変遷（循環型経済概念の普及等）及びセンター新体制

が策定した開放発展プラン（案）や、それらの動きに対応するため、プロジェクトの効果

促進を図ることを目的として、センターで別途展開されている個別専門家「環境モデル都

市構想の推進」、現地国内研修「二酸化硫黄及び酸性雨対策技術研修」、第三国研修「アジ

ア地域環境保護能力向上」を取り込み、「政策・制度支援領域」「技術移転支援領域」「水平・

窓口協力とセンター開放支援領域」の３領域に再編成することを提言する。

2）　領域の活動内容について

　　ミニッツには、現時点で想定される各領域の重要課題を例示し、それをベースとした

後半のプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）素案を添付している。各領域の課

題の内容やPDMについては、合同調整委員会にて日中双方で議論のうえ確定すべきであ

る。なお、前期から継続している課題のいくつかに関する後半の活動について、それぞれ

個別・具体的に提言する。（詳細は、付属資料 討議議事録覚書参照）

（2）センターの今後に対する提言

　　センターは、フェーズⅡ及びⅢを通じ、環境保全分野で必要とされる基礎的な能力を整

え、中国が直面する幾多の環境問題に対応するための能力の形成に大きく前進している。

センタープロジェクトは所期の目標の達成に向け、着実に成果を産み出しつつあると評価

できよう。特に「循環型経済の形成」といった中国政府が掲げる当面の最重要政策の一つ

に、センターが早い段階からかかわるようになってきていることは、大いなる成果である

と評価したい。

　　世界最大の人口を擁し、めざましい経済発展を遂げつつある中国における環境問題への挑

戦は、その規模においても問題の複雑さにおいても人類未踏峰への挑戦である。中国が環境

問題を克服し、持続可能な発展を成功させることは、中国自身、中国国民の利益にとって不

可欠であり、第一義的には中国が自らの主権の下で自らの責任で取り組むべきものである。

しかし、そのことは中国と環境共同体を形成し、経済社会の相互依存関係にある日本に



とっての強い関心事であるのみならず、日中共通の利益であることを認識しておきたい。

　　このような認識の下、今後、両国はパートナーシップの考え方に立って環境問題に取り組

んでいく必要があり、センターは、日中の環境協力の拠点として位置づけ、しかも幅広い主

体や協力チャンネルに開かれた拠点としての役割が重要であることを確認しておきたい。

　　そして、日本から中国に対する協力形態は、従来からのODAメカニズムの枠組から一歩進

めて、JICAのスキーム以外の政府間協力、市場メカニズムの活用も含めた民間交流、大学等

の研究機関の共同研究、NGO交流等を積極的に組み合わせることが重要である。センター

は、それらの活動のプラットフォームとして機能させることが有効であると考えられよう。

　　協議の過程では、フェーズⅢ以降進めるべきセンターを活用した環境協力の機能に関し

ても、多くの意見が交わされたが、その主なものを以下に紹介しておく。なお、これらにつ

いては、今後、シンポジウムを開催して多くの専門家や関係者の間で対話を積み重ねるな

ど、引き続き日中関係者間で知恵を出していくべきである。

1）　双方が重点領域の環境問題について高いレベルの協力研究を継続する

2）　環境情報サービスと協力

3）　環境政策法規と環境戦略

4）　宣伝教育、研修と公衆参加

5）　日中間の環境保護プロジェクトのコンサルタント

6）　環境技術交流、導入及び移転

7）　日中間の民間環境保護交流と協力の促進

　　日中の環境協力は新しいステージを迎えつつある。ODAによる支援から、対等な関係で

の協力への移行である。

　　日本、中国、大韓民国を含む北東アジア地域における持続可能な開発の成否に、国際社会

は重大な関心を向けている。このようななか、日中両国が関係国や国際機関等との協調の

下に、多くの困難を乗り越えて「持続可能な発展」の実現に向けての政策／戦略と、地域協

力の道筋を提示することができれば、それは偉大なる国際社会への貢献である。

　　このような視点からも、フェーズⅢ以降の日中環境協力の方向、センターの活用に関して、

できるだけ早い時期に日中のハイレベルの外交チャンネルで協議し、合意を形成することが

望まれよう。　
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第１章  中間評価の概要

１－１　運営指導（中間評価）調査団派遣の経緯と目的

　中華人民共和国（以下、「中国」と記す）では、1980 年代に公害問題が顕在化して以降、環境

保護関連法等の制定などで環境保全に取り組んできた。しかし、対策を実施するために必要と

なる汚染状況の的確な把握や、公害防止技術の研究などに取り組む中核的施設がなく、支障を

来していた。そこで、この課題に対処するため、中国における環境保全対策の中核的施設とする

ことをめざし、1988 年に日中友好環境保全センターの設立が決定された。

　同センターは1996年に完成したが、これに先立つ1992～1995年までの３年間にフェーズⅠを

実施し、センター職員となるべき中国側カウンターパート（C／ P）に対し、その活動に必要と

なる基礎技術を移転した。具体的には、センターの運営管理体制の確立に対する指導・助言と、

センターの活動計画策定支援更にトレーナーズ・トレーニングを実施した。

　これを踏まえ、フェーズⅡではセンターが中国の環境分野で指導的な役割を果たすことを目的

とし、1996年から５年間の予定で開始され、計画の一部を延長し、フォローアップを2002 年ま

で実施した。フェーズⅡにおける具体的な協力活動内容は、（1）環境モニタリング技術の研究と

標準化、（2）公害防止技術（脱硫技術、燃焼技術等）の研究、（3）環境関連データの収集・解析、

（4）環境関連の法令や基準、及び環境管理体制の分析・評価、（5）環境保全のための啓発・普及、

（6）環境保全に従事する人材の育成など多岐にわたる。

　センターは、フェーズⅡの５年間において指導的な役割を果たすための基礎的な能力を備えた

が、一方で中国の環境問題は、日増しにその深刻度を深めるとともに複雑化し、酸性雨や黄砂あ

るいはダイオキシン等新たな問題にも直面し、その解決のためにはより高度な技術と知見をもっ

て迅速かつ柔軟に対応することが求められている。

　係る状況の下、重要な環境課題への対応と日中環境協力の窓口機能強化の２点を協力の骨子

とする日中友好環境保全センタープロジェクトフェーズⅢが、2002年４月１日より４年間の予

定で開始されることとなった。本フェーズにおいては、それまでの各部別体制から分野横断的

な体制に編成しなおすことが重要と認識され、重要な環境課題に対処するための活動の４領域

（①大気汚染問題、②環境管理水準の向上、③有害化学物質、④西部大開発地域の環境保護）を

設けてプロジェクトを実施してきた。

　今般、プロジェクトが開始して２年が経過し、その中間地点にさしかかったことから、日本側

調査団及び中国側協議代表団の双方は、これまでのプロジェクト活動の状況を精査する合同評

価を行なうとともに、センターを取り巻く環境の変化を確認し、後半２年間のプロジェクト活

動、及びフェーズⅢ終了後の協力の方向性にかかわる提言などを行った。
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担当分野

団長／総括

大気汚染対策

環境管理

化学物質対策

協力企画

評価分析

氏　名

柳下　正治

西川　雅高

田森　行男

伊藤　裕康

伊藤　民平

監物　順之

所　　属

名古屋大学 大学院 環境学研究科 教授

国立環境研究所 化学環境研究領域計測管理研究室 主任研究員

財団法人 日本品質保証機構 CDM事業部 審査グループ

特別参与

国立環境研究所 化学環境研究領域計測管理研究室 主任研究員

独立行政法人 国際協力機構 社会開発協力部

社会開発協力第二課 職員

中央開発株式会社 海外事業部

１－２　評価者の構成

〈日本側〉

〈中国側〉

担当分野

団　長

団　員

団　員

団　員

団　員

団　員

団　員

団　員

団　員

氏　名

陳　燕平

張　　坤

程　子峰

欧　陽訥

焦　志延

夏　　光

黄　業茹

趙　　峰

張

所　　属

日中友好環境保全センター 主任

日中友好環境保全センター 書記

日中友好環境保全センター 副主任

日中友好環境保全センター 総工程師

日中友好環境保全センター 公共宣伝教育部長

日中友好環境保全センター 政策戦略研究部長

日中友好環境保全センター 開放実験室副部長

日中友好環境保全センター 合作処長

日中友好環境保全センター 合作処副処長

１－３　評価調査日程

行　程

13：40 成田→北京（コンサル団員）

15：30 専門家チームとの協議

終　日 グリッド修正作業

午　前 グリッド修正作業

15：00 センター幹部との調査方針協議

15：30 専門家チームとの協議

終　日 グリッド修正にかかる中国側への聞き取り調査

終　日 グリッド修正にかかる中国側への聞き取り調査

終　日 前半部調査結果取りまとめ

13：40 成田→北京（官団員）

15：30 前半部調査報告及び後半の調査方針打合せ

月日・曜日

２月16日（月）

２月17日（火）

２月18日（水）

２月19日（木）

２月20日（金）

２月21日（土）

２月22日（日）

日　順

１

２

３

４

５

６

７
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行　程

9：30 センター表敬訪問、プロジェクトの方針に係る協議

13：00 JICA中国事務所訪問、調査進捗報告及び方針確認

15：30 センターC／Pへの聞き取り調査（質問表、実績確認、今

後の展望）

終　日 センターC／Pへの聞き取り調査（質問表、実績確認、今

後の展望）

9：00 国家環境保護総局との協議（センター将来、循環型経済、

地方環境保護局長研修等について）

13：30 団内打合せ（討議議事録覚書案作成）

16：00 森個別専門家（環境分野における資金協力連携促進）との

打合せ〔国際協力銀行（JBIC）の考える政府開発援助

（ODA）方向性、センターの今後他〕

17：30 団内作業（討議議事録覚書案作成）

午　前 討議議事録覚書案修正・翻訳

14：30 日本側・中国側双方による討議議事録覚書案協議

11：00 討議議事録覚書署名

14：00 JICA中国事務所報告

16：00 在中国日本国大使館報告

帰　国 北京→日本

月日・曜日

２月23日（月）

２月24日（火）

２月25日（水）

２月26日（木）

２月27日（金）

２月28日（土）

日　順

８

９

10

11

12

13

１－４　主要面談者

〈日本側〉

（1）在中国日本国大使館

渥美　千尋 公　使

菊池　英弘 一等書記官

荻野　憲一 一等書記官

（2）JICA 中国事務所

櫻田　幸久 所　長

加藤　俊伸 次　長

望戸　昌観 所　員

（3）専門家

千原　大海 チーフアドバイザー

澤田　博美 業務調整
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山下　俊郎 大気汚染

向井　博之 有害化学物質

高橋　元喜 環境政策研究・研修支援

小柳　秀明 環境モデル都市構想推進（個別専門家）

森　　尚樹 環境分野における資金協力連携促進（個別専門家）

〈中国側〉

（1）国家環境保護総局

羅　　毅 科技標準司　副司長

劉　　寧 国際合作司双辺処　高級項目官員

劉　春燕 行政体制・人事司　人力資源処

（2）日中友好環境保全センター

陳　燕平 主　任

張　　坤 書　記

程　子峰 副主任

欧　陽訥 総工程師

焦　志延 公共宣伝教育部長

夏　　光 政策戦略研究部長

黄　業茹 開放実験室副部長

趙　　峰 合作処長

張 合作処副処長

１－５　評価項目・評価方法

　評価は JICA事業評価ガイドライン第１版（2001年９月）に準拠し、まず評価設問（今回の調

査で最も重点をおいて明らかにしたい事項）を「今後の活動方針の明確化」に設定した。そのう

えで、プロジェクト作成の報告書、その他各種資料調査、関係者へのアンケート及びインタ

ビューに基づき進捗状況、実施のプロセス、外部条件の変化を確認し、評価５項目による評価及

び領域別評価を実施した。
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第２章　プロジェクトの実績と現状

２－１　投入実績

　投入の当初計画及び実績（調査時点までの実績及び2004年３月までに実施されることが確定

した予定の合計）の詳細については、付属資料 討議議事録覚書 巻末資料３及び別冊資料１．を

参照のこと。

２－２　活動実績

　本フェーズⅢは、当初の技術協力に関する討議議事録（R／D）合意によるプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（PDM）の枠は維持しつつも、その活動の詳細は、変化する中国の環境保

全上の重要課題に的確かつ柔軟に対応する必要がある。このような要請への迅速な対応を図るた

めに、プロジェクト合同調整委員会は、活動の年次計画の承認において、必要に応じた修正・変

更をより柔軟に行うとの共通理解の下で運営されてきた。すなわち、ほかの多くの技術移転型

プロジェクトにみられるような、目標として当初に合意された特定の高度技術の移転をするよ

うな剛構造ではなく、国家の環境保全上の戦略、政策及び重要課題の変化に応じてプロジェク

ト活動を展開して行くという柔構造となっている。

　以上に則った活動内容の変遷過程を付属資料 討議議事録覚書 巻末資料２「日中友好環境保全

センタープロジェクトフェーズⅢの協力領域・課題の見直し経過」に示す。R／D締結後、３回

の修正をたどっている。この間の修正の最も大きな点は、「センターを通じた日中間の環境協力

の円滑な推進に対する支援」等を含む水平・窓口協力が、センター開放発展プラン（案）を受け

て領域として組み込まれたことである。

　各領域の活動実績については、付属資料 討議議事録覚書 巻末資料３を参照のこと。

２－３　成果達成状況

　成果達成状況は「３－３分野別評価」及び付属資料 討議議事録覚書 巻末資料３に記載した。

２－４　プロジェクト実施体制

　前述のように、本プロジェクトは、プロジェクト合同調整委員会における活動の年次計画の承

認をもって、必要に応じた修正・変更をより柔軟に行うとの共通理解の下で運営されてきた。

そのような対応により、変化する中国の環境保全上の重要課題に的確かつ柔軟に対処しており、

効果的に機能している。

　国内支援委員会は、プロジェクトの領域ごとの課題に対し、技術的な観点から助言を行う目的

で設置されている。各領域の長期専門家により、定期的に国内委員向けに情報が発信され、時宜
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を得た助言が可能となるよう備えている。また、本プロジェクトにおいては、国内委員が領域

の運営指導調査団としてプロジェクトを訪れ、技術的な助言や、方向性に係る議論、中国側と

の協議を行う方式をとっている。各領域の国内委員の下には更に領域委員会を設け、領域に特

化した議論を行う体制をとっている。以上のように、本プロジェクトの国内支援委員会は、プロ

ジェクトに対する効果的なアドバイスを行うことを念頭に、頻繁にプロジェクトと情報を交換

し、プロジェクトのサポートを行っている。
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第３章  評価結果

３－１　評価結果の総括

　SARS 問題の発生によるプロジェクト活動の一時的停滞、センターの権限・組織・人事の変

更、国際条約や中国の環境情勢の変化により課題の緊急性に変動があったことなど、外部条件

の変化があったが、プロジェクトではこれらの変化に機敏かつ柔軟に対応し、順調な進捗をみせ

ている。５項目評価の観点からは自立発展性に若干の不安はあるものの、特筆すべき問題は発

生していない。本調査報告に含まれる提言等を参考にして活動を継続することにより、フェー

ズⅢ終了時にはプロジェクト目標を達成し、上位目標に貢献できると見込まれる。

３－２　評価５項目による分析

　評価５項目の観点からの評価結果の概要は以下のとおりである。詳細は付属資料 討議議事録覚

書 巻末資料４「５項目評価グリッド」に示す。

（1）妥当性

　　中国の国家開発計画及び「国家環境保護第10次５か年計画（2001～2005）」（2001年12月）、

日本の「対中国経済協力計画」（2001 年 10 月）及び新 ODA 大綱（2003 年８月 29 日）、「持続

可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD）」のタイプ２文書（2002 年９月）に照らしても、

本フェーズⅢは日本の政府開発援助（ODA）政策と整合しており、妥当性は高い。

（2）有効性

　　プロジェクト目標「センターが中国の環境保全上の重要課題の解決に指導的な役割を発揮

し、また、その成果を中国国内に展開することにより、中国各地方の環境問題の改善に寄与す

る」の実現に向かって、いくつかのプロジェクト活動が成果をあげつつあり、有効性が発現し

始めている。

（3）効率性

　　投入は適切に計画され、タイミングよく実施されている。フェーズⅡ協力で実施された投

入・効果の土台の上にたっており、フェーズⅢ前期は、比較的小さな投入により大きな成果が

発現しつつあるといえる。本フェーズⅢの実施の効率性は高い。

（4）インパクト

　　上位目標の達成を含め、本フェーズⅢのインパクトについてはプラスの芽が出始めている

が、その度合いを評価するのは時期尚早である。なお、今のところマイナスのインパクトの可
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能性は見あたらない。

（5）自立発展性

　　若干の不安要因（人材や資金手当等）はあるものの、センターの自立発展性は、年々高まっ

ているものと判断される。

３－３　分野別評価

３－３－１　第１領域：広域的な広がりをもつ大気汚染問題への対応

（1）中国酸性雨観測能力の向上

　　JICA はフェーズⅡ後半から東アジア酸性雨モニタリングネットワーク（EANET）重点

４都市を中心に機材整備を行うほか、地方環境観測站の技術レベル向上を目的とするセミ

ナー形式の現地指導活動を支援してきた。フェーズⅢ前半２年間でも、2002年に複数回の

技術セミナーを開催するなど、セミナー形式による現地指導を継続展開した。フェーズⅢ

の２年間を評価すれば、中国側現地指導活動は比較的有効に機能したと考えられる。しか

し、EANET での報告等によれば、一般的にセミナーによる学習は知識の理解は進むが、技

術的面での不安が残るため、今後、担当機関が行う研修成果についても必要に応じ、フォ

ローアップ活動を行うことが望まれる。

（2）黄砂・砂塵暴の発生、輸送、沈着及び対策に係る研究

　　砂漠化等、近年の内陸部の急激な環境変化に伴い、砂塵暴・黄砂の発生回数や個々の現象

規模の拡大傾向が認められ、首都北京にもその影響が深刻化する恐れが現実的になってき

た。また、最近では、黄砂問題は、中国だけでなく北東アジア地域諸国が共有する環境問題

という認識も広がってきた。その結果、３国環境大臣会議の主要議題の一つとして取り上

げられ、地球環境ファシリティー（GEF）／アジア開発銀行（ADB）によるプロジェクトに

も展開されるようになってきた。そのような背景から、JICAではフェーズⅡフォローアッ

プから、黄砂モニタリングのための短期専門家派遣、必要機材の提供、セミナー開催などの

支援を行ってきた。そのような活動成果は、中国はもとよりモンゴル、日本でも新聞、TV

でたびたび報道されるなど、大きな社会的インパクトがあり、フェーズⅢ前半の評価はかな

りの高評価を与えられる。

（3）大気中の粒子状物質問題にかかる研究

　　粒子状物質問題は中国国内の重要な環境問題であり、国家環境保護総局（SEPA）は、

1999年には「国内 113都市の大気粒子状物質による汚染を 2005年までに２級基準をクリア
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する」という行政目標を掲げた。そのような状況のなかで、現在までに培った研究分野で

の技術力をベースにして、センターでは、大気粒子状物質の発生源解析にかかわるアセスメ

ント事業を展開してきた。その技術力は中国国内で高く評価されており、 既に自立でき

るレベルとなっている。フェーズⅢでは、 担当組織の一層の技術力向上を目的とした短

期専門家招聘による指導、地方観測站の技術者へのセミナー開催支援を行った。そのよ

うな状況から判断するに、フェーズⅢにおけるセミナーを中心とする支援は、非常に効率

よく作用したと考えられる。

３－３－２　第２領域：環境管理水準の向上のための対応

（1） ISO 14000の中国国内普及とレベル向上

　　フェーズⅡで既に一定の取り組みが開始され、フェーズⅢでは簡易ISOの導入のための検

討が行われた。このための領域長の訪日研修も実施された。また、有機食品国家認証能力

の構築に向けた勉強会も開かれた。しかし、2002 年半ば頃から、中国政府内で環境認定・

認証業務に関する組織再編が行われて、センター内にあった認定機能は ISO 9000 認定機関

である「中国品質システム認証機関認定委員会」（CNACR）に移されたので、本課題は

2002 年８月１日をもって終了することとなった。なお、センター内には、2003 年１月に

SEPA 所管の認証機関が発足した。

（2）公害防止管理者制度の試行及び提言

　　フェーズⅡでは、日本の制度制定時の背景を含めて、制度の分析研究、国内でのアンケー

ト調査を含めた調査研究を支援するとともに、2002年から公害防止管理者制度の国別特設

研修を開始した。これらの成果に基づき、センターから SEPA に研究レポートが提出され

た。その結果、SEPA は 2003 年５月、制度の試行について貴陽市を含む５都市に拡大する

ことを決定した。また同時に、貴州省及び貴陽市での JICA 開発調査「貴陽市大気汚染対策

計画調査」と連携して、貴陽市での制度試行が続けられている。さらに、2004年後半には、

試行５都市の 40 以上の企業の参加により、モデル事業を推進するためのセミナーが実施さ

れる。

（3） 中国循環型経済発展モデル及び政策の枠組みの研究

　　2002 年 10 月 10、11 日にセンターにおいて、日中国交正常化 30 周年を記念して、循環型

経済セミナーが開催された。その直後、16 ～ 18 日開催の地球環境基金会議において、江沢

民総書記は「資源を有効利用し、環境保護を基本とする循環経済の推進が持続可能な発展

を可能にする」と述べ、循環経済構築は、政府のめざす小康社会実現に向けた重要方針と
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なった。そこで、センターから新たな協力課題として提案され、取り上げられることに

なった。2003年８月、日本の３名の専門家を迎えて、日本の法政策、技術を紹介する北京セ

ミナー、貴陽市等での複数回のセミナーを開催した。その結果、センターからSEPAに対し

て、政策の基本枠組みを示唆する報告書が 12 月に提出された。これらの状況から、課題の

立上げ時からの迅速な取り組みとして評価できる。さらに、遼寧省で展開される同モデル

の調査、青島市での循環経済セミナー、センターでの短期専門家２名を迎えての電子廃棄

物再資源化セミナーの開催など、積極的に短期間のうちに取り組みが進められている。

（4）西部大開発地域の環境保護への対応

　　中国のなかでも比較的環境保護への取り組みが遅れている西部地域の環境保護能力向上を

支援し、これらの地域の環境問題の改善に寄与するため、広報教育分野における技術研修

等が実施され、これら地域の行政機関の能力向上等が図られた。これらの地域における環

境保護への取り組みに、一定の進展がみられたと考えられるが、具体的な効果の発現につ

いては現段階では計測不能である。

　　広報教育分野における技術研修については、ひととおりの協力が実施されたと判断され

る。生態環境情報システムの整備については、西部地区生態情報データの維持管理システ

ム及び検索システムを構築した。また、西部地域生態リモートセンシング調査データをイ

ンターネットを通じて公開するなど、具体的な成果をあげている。

３－３－３　第３領域：ダイオキシンなど新たな脅威となっている化学物質への対応

（1）環境中ダイオキシンの測定技術についての研究

　　ダイオキシン測定技術者の養成は、フェーズⅡフォローアップのときから開始されてい

るが、設備、人員も十分ではなく、このため、SEPA では残留性有機汚染物質（POPs）条

約批准の面からもダイオキシン測定の充実を急ぐこととなり、2003年度内にダイオキシン

実験室発足をめざし、2003 年４月より準備が開始され、2004 年４月から開始予定であ

る。しかし、SARS 問題により作業は遅れており、2004 年度以降の短期専門家の派遣、日

本への短期研修生の派遣が必要である。微量分析に関しても、経験が必要であり、大気、水

質、土壌、生物等環境の全般が分析できるように努力するべきと判断される。

（2）環境中 POPs の観測方法に係る研究及び汚染の現状調査

　　当初、「環境中の内分泌攪乱物質（環境ホルモン）」の観測方法に係る研究、及び汚染の現

状調査としてスタートした。中国における環境ホルモン、及びPOPs の研究は始まったばか

りであり、フェーズⅢでは環境ホルモン中の農薬を中心に活動を行ってきている。その後、
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中国の POPs 条約加盟準備等の理由から POPs 全体が重要問題となってきたため、 2003 年

度より、対象を環境ホルモンから POPs に変更している。POPs には有機塩素系農薬が多く

含まれていることから、引き続き有機塩素系農薬〔ジクロロジフェニルトリクロロエタン

（DDT）、ジクロロジフェニルジクロロエチレン（DDE）等〕、ポリ塩化ビフェニル（PCB）

等を中心に研究・調査が進められる予定である。

　　これらの一連の活動で本フェーズⅢは、科学技術部から「POPs の調査・監視・制御及び

予報・警告技術の研究」により科学研究予算を獲得するまでに発展した。

（3）中国室内環境汚染の研究

　　本課題は当初、討議議事録（R ／ D）には含まれていなかったが、中国における室内環

境（空気）に対する関心が急速に高まり、室内空気の基準案も提示され、各地で実際に測

定も始まったことから、2002 年７月の第１回合同調整委員会により緊急課題として追加さ

れ、速やかにプロジェクト活動として機材供与、短期専門家、セミナーなどの支援を行っ

た。その結果機材等は整備され、技術面においても一定のレベルに達し、モニタリングに

関しては自立したと判断される。

３－３－４　第４領域：水平･窓口協力の課題

　2003年８月、日中双方協議（第３回合同調整委員会）の結果、それまで４つの領域以外の協力

として位置づけられていた長期専門家等による「センターを通じた日中間の環境協力の円滑な

推進に対する支援」活動、及び地方環境保護局長研修が新第４領域（水平・窓口協力）として再

編成された。

　長期専門家等は、センターを窓口又は実施機関として実施された現地国内研修、国別特設研

修、第三国研修（2004 年３月実施予定）等の企画、準備及び実施の各段階で、日中双方に対して

適切な助言及び指導を行うとともに、講師等として主体的に参加した。この結果、これらの研修

等が極めて円滑に推進された。また、その他の日中環境協力事業やSEPAからの協力要請に対し

ても、可能な限り対応し、フェーズⅢが実施されているセンターの評価を高めている。
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第４章  今後の計画

４－１　領域の改変について

　プロジェクトの前半２年間に取り組んできた領域の変遷については、２－２で述べたが、これ

まで同様、今後の２年間においても中国における環境課題・ニーズの変遷（循環型経済概念の普

及等）及びセンター新体制が策定した開放発展プラン（案）や、それらの新たな動きへの的確か

つ迅速な対応が求められている。あわせて、プロジェクトの効率的な実施促進に向け、センター

で別途展開されている個別専門家「環境モデル都市構想の推進」、現地国内研修「二酸化硫黄及

び酸性雨対策技術研修」、第三国研修「アジア地域環境保護能力向上」との一層の連携が望まれ

る。以上の状況を踏まえ、調査団は付属資料 討議議事録覚書 巻末資料５に示すよう、領域を

３つに再編成することを提言した。すなわち、「政策・制度支援領域」「技術移転支援領域」「水

平・窓口協力とセンター開放支援領域」の３領域である。領域の具体的課題の案、及び本領域

再編成に伴うプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）案については、討議議事録覚書に

記載済みであるが、調査団の提言を踏まえ、日中双方で議論を行い、合同調整委員会で決定す

ることが望まれる。

４－２　提　言

４－２－１　今後２年間の取り組みについて

（1）政策・制度支援領域

1）　中国循環型経済発展モデル及び政策の枠組みの研究

　　この課題は、中国における環境保全上の最重要課題の一つに位置づけられており、中

国の多くの研究機関、大学、地方政府等においても取り組みが開始されている。今後これ

らの組織と連携を取りながら、現状調査、政策・法規の策定などについて進めることが

望まれる。

2）　日本の公害防止管理者制度の研究

　　今後、５都市での試行事業等を支援することにより、中国に適した制度の構築に貢献

していくことが望まれる

3）　中西部生態環境情報システムの整備

　　今後は中国国内の典型的地域を対象に特定テーマを絞り込み、具体的に詳しく調査

を行い、問題を分析したうえで当該地域の環境保護と活用についての対策や提言を作成

するなど、具体的で実際に合った調査の継続が望まれる。
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（2）技術移転支援領域

1）　環境中のダイオキシンモニタリング技術の標準化と環境の現況調査、及び環境中の残

留性有機汚染物質（POPs）の分析法の標準化と環境の現況に関する調査

　　中国における有害化学物質の分析、モニタリングに関して、センターが拠点となるに

は、技術力の向上と人材確保が望まれる。また、中国での当分野の動向を踏まえ、先々、

指導できる人材を増やし、中国国内の化学物質の技術指導、研修の拠点として発展するこ

とが望まれる。

2）　大気中粒子状物質問題の研究

　　各都市の大気質改善に貢献するため、対象となる組織の技術力向上とともに発生源解

析セミナーを引き続き支援することが望ましい。　

（3）水平・窓口協力とセンター開放支援領域

1）　中国における酸性雨モニタリング能力の向上

　　測定値の精度保証・精度管理（QA/QC）を含むモニタリング技術の推進のなかで、中

国の広大な地域に対応した観測マニュアルの作成、めざすべき精度管理レベル、地域の

環境行政に役立つ情報公開を図るべきである。

2）　黄砂による北京地域の大気中粒子状物質への影響に関する調査

　　過去の経験や実績を踏まえ、対象となる組織が行う国内外との共同研究の推進、標準

物質の作製、セミナー開催などによる科学的情報の集約化を進めることが望ましい。

3）　他の案件との連携及び拠点化促進

　　日中間の環境協力が円滑に進み、センターの日中環境協力の拠点化が促進されるよう、

国別特設研修、JICA 個別専門家の活動等と有機的な連携を図り、効率的な事業の実施を

するべきである。また、センターの開放発展プランに則り、様々なレベルでの環境交流

が促進されるよう、留意すべきである。

４－２－２　センターの今後について

　フェーズⅢの中間評価を実施するに際して、代表団双方は併せてフェーズⅢ以降のセンター

のあり方、役割についても率直に意見の交換を実施したので、その結果を「センターの今後に対

する提言」として記しておく。

　センターは、フェーズⅡ及びⅢを通じ、環境保全分野で必要とされる基礎的な能力を整え、中

国が直面する幾多の環境問題に対応するための能力の形成に大きく前進している。センタープロ

ジェクトは所期の目標の達成に向け、着実に成果を産み出しつつあると評価できよう。特に

「循環型経済の形成」といった中国政府が掲げる当面の最重要政策の一つに、センターが早い段
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階からかかわるようになってきていることは大いなる成果であると評価したい。

　世界最大の人口を擁し、めざましい経済発展を遂げつつある中国における環境問題への挑戦

は、その規模においても問題の複雑さにおいても人類未踏峰への挑戦である。中国が環境問題

を克服し、持続可能な発展を成功させることは、中国自身、中国国民の利益にとって不可欠で

あり、第一義的には中国が自らの主権の下で自らの責任で取り組むべきものである。しかし、そ

のことは、中国と環境共同体を形成し、経済社会の相互依存関係にある日本にとっての強い関

心事であるのみならず、日中共通の利益であることを認識しておきたい。

　このような認識の下、今後、両国はパートナーシップの考え方に立って環境問題に取り組んで

いく必要があり、センターは、日中の環境協力の拠点として位置づけ、しかも幅広い主体や協力

チャンネルに開かれた拠点としての役割が重要であることを確認しておきたい。

　そして、日本から中国に対する協力形態は、従来からの政府開発援助（ODA）メカニズムの枠

組から一歩進めて、JICA のスキーム以外の政府間協力、市場メカニズムの活用も含めた民間交

流、大学等の研究機関の共同研究、NGO 交流等を積極的に組み合わせることが重要である。セ

ンターは、それらの活動のプラットフォームとして機能させることが有効であると考えられよ

う。

　協議の過程では、フェーズⅢ以降進めるべきセンターを活用した環境協力の機能に関して

も、多くの意見が交わされたが、その主なものを以下に紹介しておく。なお、これらについて

は、今後、シンポジウムを開催して多くの専門家や関係者の間で対話を積み重ねるなど、引き続

き日中関係者間で知恵を出していくべきである。

（1）双方が重点領域の環境問題について高いレベルの協力研究を継続する

（2）環境情報サービスと協力

（3）環境政策法規と環境戦略

（4）宣伝教育、研修と公衆参加

（5）日中間の環境保護プロジェクトのコンサルタント

（6）環境技術交流、導入及び移転

（7）日中間の民間環境保護交流と協力の促進

　日中の環境協力は新しいステージを迎えつつある。ODA による支援から、対等な関係での協

力への移行である。

　日本、中国、大韓民国を含む北東アジア地域における持続可能な開発の成否に、国際社会は重

大な関心を向けている。このようななか、日中両国が関係国や国際機関等との協調の下に、多く

の困難を乗り越えて「持続可能な発展」の実現に向けての政策／戦略と、地域協力の道筋を提

示することができれば、それは偉大なる国際社会への貢献である。

　このような視点からも、フェーズⅢ以降の日中環境協力の方向、センターの活用に関して、で
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きるだけ早い時期に日中のハイレベルの外交チャンネルで協議し、合意を形成することが望ま

れよう。
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